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学校組織の個業化が教育活動に及ぼす影響とその変革方略に関する実証的研究
――個業化，協働化，統制化の比較を通して――
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鳴門教育大学研究紀要
第２１巻 ２００６１ 本研究の問題と背景
 学校組織改革の動向と特徴
近年の教育改革の中で，学校を「組織」として機能さ
せることをねらいとした施策が次々に具体化されつつあ
る。NPM（New Public Management）と呼ばれる民間
的な統制・管理手法を広く公的部門に導入しようとする
趨勢（玉村１９９８）は，学校教育の供給主体の多様化と
ともに学校の管理・運営にも影響を及ぼしつつある（大
桃２００４）。
学校の組織とマネジメントに関する改革動向（以下，
単に「学校組織改革動向」と略称する）の特徴は次のよ
うに整理することができるだろう１）。その第１は，学校
内部組織における構造化の推進，すなわち組織の垂直的
統合の強化である。組織構造論の指標に即して述べるな
らば，校長に対する権限と経営機能の強化などにみられ
る学校内における集権化（centralization）と，主幹職設
置に見られるような学校組織における階層化ないし成層
化（stratification）の２つの傾向を指摘できる。マクロ
レベルでの分権化すなわち学校への裁量性の拡大ととも
に進展しつつある，ミクロレベルでの，すなわち学校組
織内部における垂直的統合の強化ともいえる動向であ
る。そして第２には，一般的な経営サイクルである
PDCA（Plan-Do-Check-Action）に準拠して，学校評価
と学校経営を構築することを求めていることからもわか
るように，学校教育における計画化と効率化の強化であ
る（佐古２００５）。
ところで，このような「学校組織改革動向」における
学校組織イメージは，従前の学校の組織論的な理解ある
いは学校の組織特性に関する理念的理解と対照させる
と，その特徴を一層明瞭に把握することができる。学校
組織論において学校の社会的組織としての特性（独自
性）は，教員レベルでの一定の裁量性（意思決定の可能
領域）を基盤とする組織であることが指摘されてきた。
なかでも，「疎結合構造論」（Weick １９７６, １９８２）は，
官僚制組織構造に対比すべき学校組織の理念型として，
このような学校組織の独自性に着目し概念化されたもの
であると位置づけることができる。
２―学校組織において教員の裁量性が保持されるべき理由
の一面は，教育ないし教職の特性に求めれる。すなわち，
組織目標（教育目標）の曖昧さ・多義性，教育活動
を効果的に遂行しうる技術の多様性・不確実性，教育
活動の流動性・非構造性，教育の対象者である児童生
徒の多様性等のため，タイトな組織構造は非適合的であ
るとされてきたのであった。つまり，教育という課業が
内在する基本的な不確定性に対しては，組織の複雑性
（構成員の職務分化の度合い），集権化，公式化な
いし標準化（職務遂行手順の明確化と画一化），成層
化（組織における地位の階層性）等を主要な指標とする
官僚制的な組織構造よりも，教員の裁量性に基盤をおく
組織がより適合的であることが主張されてきた。教員の
裁量性に基盤をおく組織のアドバンテージとしては，環
境変動や課題に対する局所的な対応に優れていること，
組織に多様性（見解や知識における多様性）を保持して
いることから課題に対する多様な解を活用できること，
などが挙げられてきたのであった（Weick１９８２）。また，
通常の組織では組織統合のために，管理者のリーダーシ
ップによって当然達成されるべき成員間の目標共有につ
いても，それが困難であるばかりか，かえって機能的で
はないことも指摘されていたのである（Cohen１９８３）。
 個業型組織の問題
以上の学校組織特性に関する理念的解釈に対して，学
校の組織とマネジメント改革を要請する背景として，次
のような学校組織の問題認識が示されている。例えば東
京都において主幹制を導入することの背景として，「・
学校経営方針が各教員に十分浸透せず，具体化されてい
ない。・職員会議が事実上意思決定機関となっている面
がある。・組織的な教育活動が展開されにくく，個々ば
らばらに教育活動が行われている」（東京都教育庁
０００，p.３０）等が列挙されている。ここで指摘されてい
る学校の組織状況の一面は，組織としての統合性を失
い，学校の教員が個別拡散的に教育活動を展開すること
が常態となり，非効率的な組織運営に陥った学校の状況
であるといえる。学校の教育活動が個別教員に拡散し，
それぞれが自己完結的に遂行することで存立している学４１―
佐 古 秀 一校の組織状況を「個業型組織」，またそのような傾向を
「個業化」と呼ぶことにしよう。上の学校組織の問題は，
この個業化した学校の状況を反映したものであるといえ
る。学校組織の特性をこの個業型組織のデメリットに求
めつつ，そこに学校の組織化とそのためのマネジメント
の導入の必要性を求めようとする見解は木岡（２００４，p.
１７）等にも見られるところである。
個業化した学校は，上に述べた教員の専門的自律性に
対応した理念的な学校の組織特性に対して，組織として
のデメリットが顕在化した現実態であるともいえよう。
この個業化した学校には，次のような特徴が考えられ
る。組織構造領域における個別分散＝教育活動の中核
的領域に関して個別分散した職務遂行形態，相互作用
領域における機能不全ないし抑制＝教員の認識する学校
の教育の事実，課題等に関する有意味な相互作用（教育
的相互作用）の機能不全ないし抑制，教員の意識領域
における自己完結的な教職観の醸成＝自己の経験と知識
に専ら依存してその年度の教育活動（学級経営や授業）
を遂行しようとする自己完結的な意識と行動傾向（教職
観）を強める，等である。従来，教員文化論で指摘され
てきた，表層的な行為レベルでの同調とともに見出され
る中核的な教育活動における相互不干渉等の特徴は，こ
の個業型組織のもとで生成されそれを維持する行為規範
であったと位置づけられる。
個業型組織は，たしかに，児童生徒の多様性や教育課
題の複雑性が個別教員の知識や技能の範囲に収束する場
合にはその有効性を保持しうる。しかしながら，それを
越える場合には組織的な対応が困難で脆弱なシステムに
なる。のみならず，その学校の子どもの実態や課題に関
する認識並びにそれに関する行動や意思が，教員ごとに
個別分散することから，学校の教育機能の制約ないし限
界という点で，以下の状況を学校にもたらしていると考
えられる。第１には，学校組織レベルでは，学校として
の教育意思形成やそれをふまえた教育活動の組織的な改
善や変革が成り立ちがたい状態が学校において常態化し
てしまうこと，第２には，教員のレベルでは，教職の閉
塞性を強め，教員の個別的なレベルにおいても教育活動
の改善を困難にさせることである。このような学校が組
織的な教育活動の変革に対していかに無力であるかは，
例えば「学級崩壊」に直面した学校の組織的な問題解決
様式のなかに典型的に示されている（佐古・葛上・芝山
２００５）。
 学校組織変革への課題
教育の目標や技術ならびに対象者（児童生徒）におけ
る「不確定性」は，まさに教職にとっては不可避ともい
える特性ではあるが，これに対して個業で対応すること
のデメリットが顕在化するにともない，教員の個別裁量
１―性によってこの「不確定性」に対応することにメリット
を求めようとしてきた学校組織の理念（＝学校組織の独
自理論，例えば，疎結合構造論など）は，学校組織のあ
り方を指し示す指針としての機能を果たし得なくなりつ
つあると考えることができる。加えて，学校教育に対す
る効率性，透明性，アカウンタビリティの要請，および
学校教育（公立学校）に対する一面的ともいえる批判や
不満が表出するなかで，「組織として」の学校のあり方
が批判的に問われているのである。上に述べた特徴を有
する「学校組織改革動向」も，このような学校組織の問
題状況と学校教育に対する社会的・制度的要請を背景と
しながら，学校の組織とマネジメントを再編しようとす
る試みであると位置づけることができる。
しかしながら，この改革動向に内在する学校組織の理
念（イメージ）が，果たして学校が直面している状況に
対して適合的なものであるかどうかについては，なお慎
重な検討を要する。組織論の観点から見ても，次のよう
な疑問を提起することできるだろう。組織のコンティン
ジェンシー理論は，どの組織にも適合する組織とマネジ
メントの理念を探究することの限界を示したことで知ら
れている。組織環境と組織構造ならびにマネジメントの
スタイルの間の適合関係を追求した研究知見から，不確
実性の低い環境でより適応的な組織は，部門間の分化の
程度が低く，より単純な官僚制的統制構造であることが
示されている（ローシュ・モース１９７７，野中・加護野 他
９８０）。このコンティンジェンシー理論の知見をふまえ
れば，個業型組織では個々の教員がそれぞれいわば個別
部門として相対的に独立性を有していたと考えることが
できるのに対して，組織の垂直的統合と学校教育の計画
化と効率化の推進等の特徴を有する組織は，それをより
単純な官僚制型組織構造へと転換させる傾向をもつもの
であるともいえる。それゆえ，このような「学校組織改
革動向」において実現されうる組織は，より単純化され
た課業環境のもとで適合的であるように考えられる。し
かし，学校の組織環境や課業がかつてほど単純化されて
いないとすれば，はたして，このような方向で学校組織
を再構成することが，教育組織たる学校においてより適
合的であるのかどうかについては，疑問が残る。
にもかかわらず，このような学校組織改革が志向され
ているのは，学校組織における課業や環境等の特性に関
する考察と，教育の質を向上させることに対して学校組
織が内在化している具体的な問題についての検討が十分
なされていないことによると考えられる。学校組織をど
のように変革していくことが望ましいかについては，社
会的・制度的要請への対応という観点から追求するだけ
でなく，学校組織において教育の質と水準に影響を及ぼ
ししている具体的な問題の把握を行いながら，それをい
かに転換することが，学校にとって，あるいは学校教育４２―
学校組織の個業化が教育活動に及ぼす影響とその変革方略に関する実証的研究 ――個業化，協働化，統制化の比較を通して――にとって望ましいかという観点から検討していくことが
不可欠である。つまり，学校の組織とマネジメントの再
編という学校の教育産出過程や産出力に直結する課題に
対しては，学校教育に対する社会的・制度的要因への対
応という観点から検討を行うだけでなく，学校組織に内
在している問題をできるだけ現実の動態に即して明らか
にしつつ検討を行うことが必要である。
本研究は，以上の問題意識から，学校における組織化
の特徴とそれが教員の教育活動におよぼす影響について
実証的に明らかにしながら，学校の組織化傾向に関する
問題とその改善・改革のあり方に関する知見を得ること
を目的とするものである。この目的を達成するため，本
研究では，第１に，学校の組織特性ともいえる教員の裁
量性を基盤とした組織から転化した問題として，個業型
組織ないし学校組織の個業化をとりあげ，それが学校の
教育活動に及ぼしている影響，ならびにその規定要因に
ついて探究する。そして第２には，個業化を転換しうる
学校組織化のモメントとして，協働化と統制化を設定
し，それらの有効性について実証的に明らかにする。
 学校の組織化に関する指標
１）学校の組織化を識別する視点
本研究では，個々の学校がもつ組織としての傾向（組
織化傾向）に関して，学校（公立学校，とくに小・中学
校）の課業，すなわち教職の基本的特性を「不確定性の
高い課業」として仮定し，これに対応するための方略と
しての組織化という観点から，学校の組織化傾向を識別
し，概念化することにした。教職の不確定性は次の諸点
から仮定される。
 対象者の不確定性＝変動性
 目標，技術の不確定性＝多義性，多様性
 成果の不確定性＝予測困難性
学校は，このような不確定性のもとで，教育活動を展
開していくための方略として組織化されているととら
え，３つの組織化傾向を位置づけることにした。
 個業化
個業化は，教職の不確定性に対して，個々の教員レベ
ルで対応することによってそれを吸収しようとする組織
化傾向をさす。つまり，組織としての課題，目標を規定
することを回避し，また生起する問題に対して組織体制
を整備することによって対応するのではなく，むしろ
個々の教員の裁量に委ねることによって上記の不確定性
に対応し，教育活動の成立を図る組織化傾向である。疎
結合構造論が行為主体間の応答的関係を前提としている
のに対して，個業化はむしろ行為主体間の，課業の本質
的な領域における分離・拡散によって特徴づけられ，学
校組織が教員の個別的営為の集合として存立する状況で
あるといえる。したがって，個業化とは，「教員による―自己完結的で個別分散的な教職の遂行を維持，要請する
組織状況（構造，過程，文化）」である。組織構造として
は分散並立的な職務遂行，組織過程（プロセス，相互作
用）としては中核的な領域における相互不干渉，文化と
しては自己完結型の教職観などを特徴とすると考えられ
る。
 統制化
統制化は，不確定性を，学校組織内の一定の権限行使
によって排除することを基本方略とする組織化傾向をさ
す。組織構造論（例えば，Hage １９６５ら）において取り
上げられた，組織の集権化（意思決定権限の集中），成
層化（組織階層の細分化と権限の明確化）などがこの統
制化の指標として考えることができる。より具体的に
は，校長によるビジョンの明確化，意思決定権限の集権
化，組織構造の成層化等の組織における管理機能の強化
によって，追求すべき目標の明確化と一元化を図り，そ
れらによって教育の不確定性を組織的に排除しようとす
ることなどがその特徴である。下向的な目標管理，組織
目標の具体化（数値目標化）などもこの統制化の一側面
であると考えられる。それゆえ統制化とは，「学校組織
の垂直的統合によって教員の裁量性を制約し，それによ
って教育活動の組織化（個別分散の回避）を達成しよう
とする組織状況」をいう。統制化とは，前述した構造的
特性とともに，組織過程としては垂直方向における統制
的な相互作用の優位性，文化としては組織の効率性，統
合性の重視を仮定することができる。
 協働化
不確定性に対する対応を教師の個別裁量に委ねること
だけでなく，間主体的な相互作用を活性化させ（すなわ
ち集団的，組織的に），不確定性をその都度縮減するこ
とを方略とする組織化傾向をさす。不確定性を個別裁量
に拡散させることによって対処することを回避しようと
する点では統制化と同様であるが，協働化は教師間の相
互作用（集団的行為）を通して，つまり学校教育に直接
関与する者の社会的過程によって，不確定性を評価，縮
減する点に特徴を有している。統制化がいわばリニアー
な計画とその遂行・評価によって不確定性を排除するこ
とによって特徴づけられるのに対して，協働化は，その
都度の学校教育の状況認識と評価を集団的，漸進的に遂
行することで特徴づけられる。それゆえ，協働化とは「裁
量性を保持する教員が相補的な相互作用を通して，学校
の教育の事実と課題を生成し共有する過程を通して成立
する組織状況」といえる。協働化とは，構造においては
学校教育に関する決定権限の共有，過程においては相補
的，双方向的相互作用の優位性，文化においては同僚性
などを主たる特徴とすると仮定される。
なお，協働概念は，一般経営学と同様，学校経営研究
における中心的な概念であるが，その含意については，４３―
佐 古 秀 一学校，学校教育，学校経営，教職の位置づけ等に関する
社会的・時代的な理念と背景によって変遷してきてお
り，必ずしも一義的なものではない。このような変遷を
ふまえた上で近年では，合意形成にとらわれない学校組
織の独自性を追求する観点からの協働論（共存的協働
論，藤原２０００）が展開されるに至っている。他方，学
校における自律性確立にとって不可欠な条件として，協
働を明確にかつ積極的に位置づける考え方も提示されて
いる。ドイツの学校開発研究をもとに遠藤（２００４）によ
って展開されている所説は，協働プロセスを学校経営の
手段ではなく，学校教育の質の向上にとって不可欠な条
件としている点で注目される（遠藤の場合には，学校内
部＝教職員集団における協働プロセスと学校と父母，子
どもとの協働プロセスをともに含んでいる）。遠藤によ
れば，ドイツにおける学校組織変革は，学校教育の質は，
「結果の質」に加えて「プロセスの質」を重視している
とされる。プロセスの質とは，教育目標や教育内容に関
する事項で教員集団が合意を共同で担っていること，さ
らに関係者である教員のみならず父母と生徒までが当事
者となることを重視する考え方とされている（p.１１３）。
 分析の目的
本研究では，以下の分析を行う。
１）個業化，統制化，協働化の３つの学校組織化傾向
が教員の教育活動に及ぼす影響に関する分析
 学校の組織化傾向が，教員の教職遂行における困
難さの増大／低減に及ぼす影響
 学校の組織化傾向が，教室レベルを超えた学校改
善（学校，地域の教育活動）に対する教員の関与意
識の形成に及ぼす影響
 学校の組織化傾向が，教員の教職観（自己完結的
教職観）の形成に及ぼす影響
２）組織化傾向に影響を及ぼす学校内外の要因に関す
る分析
 地域の学校に対する態度傾向と学校内部組織化と
の関係
 学校の組織的活動の形骸化と組織化傾向との関係
これらの分析を通して，とくに以下の諸点の解明を試
みる。
 個業化が有している機能限界（デメリット）を実
証的に明らかにする。
 個業化を進行させている学校内外の要因を探究す
る。
 協働化，統制化が有している効果を実証的に明ら
かにする。
 これらをもとにしながら，学校組織変革の課題と
今後の目指すべき学校組織のあり方について明らか
にする。
２―３年
未満
３～５ ５～１０ １０～１５１５～２０２０～２５ ２５～ NA 計
３３ ３１ ８９ １９３ ２１２ ２５５ １３７ ５ ９５５
３．５％ ３．２％ ９．３％ ２０．２％ ２２．２％ ２６．７％ １４．３％ ．５％ １００％
表１ 回答者の性別
表２ 回答者の経験年数
男 女 NA 計
４０９ ５２５ ２１ ９５５
４２．８％ ５５．０％ ２．２％ １００％
２ 研究方法
 調査方法と調査対象
小学校の担任教師と校長を対象とした質問紙調査を実
施した。なお，本論文では，担任教師の調査結果の分析
について報告する。
調査対象者は，四国・九州地区（沖縄を除く，計１１県）
の小学校の学級担任教師である。調査対象者の抽出は，
まず各県別に約２０％の学校をランダムに抽出した。抽出
校数は，８３９校である。１校あたり３名の学級担任を調
査対象にした。学級担任に関しては，低，中，高，の
学年に分散すること，年齢分布に関しても偏りが出な
いことを学校に要望し，選定を依頼した（調査対象者
５１７人）。
調査票の送付と回収は学校単位とした。調査票は，２００５
年２月２１日を期日として回収した。
 回収率と回答者の属性
学級担任９５５人から回答があった。依頼数を母数とす
る回収率は，３７．９％である。
回答者の属性（性別，教職経験年数）は，以下の通り
である。
 分析方法（分析単位）
個々の教員を単位として，分析を行った。
３ 組織化因子の抽出
学校の組織化については，上記した３側面に関する質
問項目（９項目）を設定し，その回答を因子分析（主因
子法，プロマックス回転）を行った。５段階の選択肢の
得点（「全くそう思わない」＝１点，「どちらかといえば
そう思わない」＝２点，「どちらともいえない」＝３点，
「どちらかといえばそう思う」＝４点，「とてもそう思
う」５点）を用いた。４４―
学校組織の個業化が教育活動に及ぼす影響とその変革方略に関する実証的研究 ――個業化，協働化，統制化の比較を通して――因子分析の結果，固有値１以上の３因子が抽出され
た。回転後の各項目の因子負荷量を表３に示す。それぞ
れの因子に高い負荷量（おおむね．４以上）をもつ項目を
見ると，ほぼ３つの組織化傾向を表していることがわか
る。第１因子に高い負荷量をもつ項目は，「指導方法の
工夫や改善は，主にそれぞれの教師が個別に判断して実
践している」，「各担任は，学級に困難な問題が生じたと
きには，他の先生の力を借りるよりも，できるだけ自分
の力で解決していくようにしている」，「学校の教育目標
や課題を具体的にどう受けとめるかについては，個々の
教師に委ねられている」である。これらの項目群は，実
践，課題における教員の個別分散的傾向を示すものであ
り，この因子は学校組織の個業化傾向に関するものであ
るといえる。第２因子に高い負荷量を示す項目は，「他
の教師の授業を気軽に参観できる」，「学級経営の問題や
改善点について，同僚の先生から率直な指摘や批判がな
される」，「学校の教育目標や課題の作成の過程に，ほと
んど全ての教師が，積極的に関わることができている」，
である。これらの項目群は，教職遂行に関わる相補的な
相互作用と課題形成における協働的プロセスを内容とす
るものである。この因子は協働化傾向を示しているとい
える。第３因子に高い負荷量をもつ項目は，「校内の指
揮・監督系統が確立していて，それに沿った指導や監督
がなされている」，「自分の学級に困難な問題があったと
きには，まず管理職や係に連絡して，指示を受けたり助
言を受けて対応している」であり，「学校の教育目標や
課題は，主に管理職がそのビジョンや考え方に基づいて
設定している」についてもある程度の負荷量が見出せ
る。これらの項目は，組織における垂直的コミュニケー
ションの優位性，学校の意思決定における管理職の機能
を示している。この因子は，統制化因子と考えられる。
なお因子間の相関を見ると（表４），協働化因子（第
２因子），統制化因子（第３因子）の間に，正の相関（．５９５）
が認められ，これら２つの因子は，相互に連関する傾向
にある。また個業化は，協働化とは負の相関を示してい
る（‐．４２９）。これらのことから，協働化と統制化は必ず
しも相反的な組織現象ではないと考えられる。同時に，
個業化は，協働化，統制化のいずれによっても抑制され
うるが，とくに協働化によって抑制されることが顕著で
あると考えられる。
なお，以下の分析において学校組織化因子の因子得点
を用いる場合には，個業化因子，協働化因子については，
それぞれの因子に高い負荷量を示した３項目の選択肢得
点の合計点を用いる。統制化因子については，高い因子
負荷量を示す項目が２項目であったが，それに準じる項
目として「学校の教育目標や課題は，主に管理職がその
ビジョンや考え方に基づいて設定している」を含め，計
３項目の選択肢得点で因子得点を算出することにした。―なお，教員が所属する学校規模と組織化因子得点の関
係を，表５に示した。調査回答者（学級担任）の所属す
る学校の学級数によって，学校規模を４分割し，組織化
因子得点の平均値を比較した。学級規模については，６
学級以下，７～１２学級，１３～１８学級，１９学級以上に４分
割した。協働化，統制化に関しては，学校規模との間に
明確な関係は見出せなかった。個業化に関しては，中規
模学校（１３～１８学級）で低下し，小規模学校で増大する
ことが見出されている。
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．６９０
．６７２
．４７４
‐．００４
‐．００７
．０１０
‐．０２４
．０２１
．０００
．０２９
‐．０３０
‐．００５
．６４７
．６３７
．４８０
．０９１
．０３２
‐．１５１
．０４４
．０５０
‐．１２７
‐．１６１
‐．０４７
．０１０
．６８８
．４３１
．２７８
因子 １ ２ ３
１ １．０００ ‐．４２９ ‐．２５１
２ ‐．４２９ １．０００ ．５９５
３ ‐．２５１ ．５９５ １．０００
表３ 組織化に関する因子分析（回転後の因子負荷量）
因子抽出法：主因子法
回転法：プロマックス法
表４ 因子相関行列４５―
佐 古 秀 一分散分析 協働化に関して F＝．４４４， df＝３，n.s.
統制化 F＝．１７９， df＝３，n.s.
個業化 F＝４．４６８，df＝３，p＝．００４
表５ 学校規模と組織化傾向
学校規模 協働化 統制化 個業化
～６学級
平均値
度数
標準偏差
９．４４
３７９
２．１３
１１．２３
３８０
１．８０
１０．４１
３８２
１．９１
～１２学級
平均値
度数
標準偏差
９．３０
２９８
２．２１
１１．２９
２９６
１．７８
１０．３３
２９６
２．０９
１３～１８学級
平均値
度数
標準偏差
９．３６
１５２
１．９１
１１．３４
１５１
１．５７
９．７４
１５２
２．１７
１９～
平均値
度数
標準偏差
９．２０
１０９
２．２７
１１．３１
１０７
１．４９
１０．０１
１０９
２．３９
合 計
平均値
度数
標準偏差
９．３５
９３８
２．１４
１１．２８
９３４
１．７２
１０．２３
９３９
２．０８
４ 学校の組織化が教育活動に及ぼす影響
 教師にとっての「指導の難しさ」と学校の組織化
教師が直面している困難さを，a．児童の多様性や複
雑性の増大に由来する困難さ（授業，学級経営，
個別に関わる必要のある児童への指導，生活習慣等の
指導），b．保護者への対応，c．次々に導入される教育
課題（生きる力や学力形成など）に対する対応，に区分
し，困難さを認知している度合いをたずねた。困難さに
関する項目は，「全く困難を感じない」とする回答が少
数であったので，回答を４つ（「全く困難を感じない」
＋「あまり程度感じない」，「どちらともいえない」，「あ
る程度感じる」「とても感じる」）に集約し分析した。
組織化傾向については，分布ができるだけ均等になる
ようにして，３つに区分した。具体的な区分は，個業化
については低が３～９点，中が１０～１１点，高が１２～１５点
である。協働化については，低が３～８点，中が９～１０
点，高が１１～１５点である。統制化については，低が４～
１０点，中が１１～１２点，高が１３～１５点である。
クロス集計とカイ自乗検定の結果，協働化と個別に
関わる必要のある子どもへの指導，協働化と生活習慣
等に関する指導については有意な関係が見いだせた。ま
た，個業化と個別に関わる必要のある子どもへの指導
については有意ではないが，それに近い確率の関係が見
出せた（表６～８）。つまり，協働化が高いほど，これ
らの項目について，教師の指導困難さが低減されること
がわかる。また，個業化が高い場合には，指導困難さが
増大する傾向にある，と考えられる。― 学校の組織化が教師の学校改善志向に及ぼす影響
教師の学校改善志向ついては，学校の教育活動改善
志向（「自分の学校の教育活動を自律的に改善していこ
うとする教師の動きを強く感じる」），地域の子ども育
成活動への積極的な関与志向（「子どもの育成に関わる
地域の活動に対して，多くの教師が能動的・自主的に関
わっている」）を測定した。これらの項目に対する回答
と組織化傾向の関係を，表９～１４に示す。なおクロス集
計に関しては，改善志向項目については，回答分布に偏
りがあったため，選択肢を４つ（「全くそう思わない」
＋「どちらかといえばそう思わない」，「どちらともいえ
個別に関わる必要のある子どもへの指導困難
合 計
感じない どちらとも ある程度 とても
協働化 低
３５
１１．１％
３６
１１．４％
１６１
５０．９％
８４
２６．６％
３１６
１００．０％
中
４１
１１．８％
５２
１５．０％
１８５
５３．３％
６９
１９．９％
３４７
１００．０％
高
４２
１４．６％
３１
１０．８％
１７２
５９．７％
４３
１４．９％
２８８
１００．０％
合 計 １１８ １１９ ５１８ １９６ ９５１
学校の生活や学習に必要な態度や習慣を身に
つけていない子どもへの指導の困難 合計
感じない どちらとも かなり とても
協働化 低
４２
１３．３％
２１
６．７％
１８３
５８．１％
６９
２１．９％
３１５
１００．０％
中
３１
８．９％
６１
１７．６％
１９１
５５．０％
６４
１８．４％
３４７
１００．０％
高
２０
６．９％
４０
１３．９％
１６９
５８．７％
５９
２０．５％
２８８
１００．０％
合 計 ９３ １２２ ５４３ １９２ ９５０
個別に関わる必要のある子どもへの指導困難
合計
感じない どちらとも かなり とても
個業化 低
４２
１４．７％
４３
１５．１％
１４８
５１．９％
５２
１８．２％
２８５
１００．０％
中
４８
１２．５％
５０
１３．０％
２１３
５５．３％
７４
１９．２％
３８５
１００．０％
高
２８
９．９％
２６
９．２％
１５９
５６．４％
６９
２４．５％
２８２
１００．０％
合 計 １１８ １１９ ５２０ １９５ ９５２
表６ 個別的指導の困難さと協働化
カイ２乗＝１６．６９３，df＝６，p＝．０１０
表７ 学校生活の態度や習慣の指導と協働化
カイ２乗＝２３．７７６，df＝６，p＝．００１
表８ 個別的指導の困難さと個業化
カイ２乗＝１０．４２９，df＝６，p＝．１０８４６―
学校組織の個業化が教育活動に及ぼす影響とその変革方略に関する実証的研究 ――個業化，協働化，統制化の比較を通して――ない」，「どちらかといえばそう思う」，「とてもそう思
う」）に集約した。
これら改善志向に関する２項目と組織化得点の関係に
ついては，協働化，統制化については，それらが高い
ほど，学校の教育活動改善志向，地域活動への積極的関
与についても高まる，これに対して個業化について
は，それが高いほど，学校の教育活動改善志向，地域活
動への積極的関与については，低くなることが見出され
た。これらのことから，学校における校内組織化の２つの
学校の教育活動改善志向
合計そう思わ
ない
どちらとも
どちらかと
いえば思う
とても
個業化 低
１８
６．３％
８３
２９．１％
１３７
４８．１％
４７
１６．５％
２８５
１００％
中
３３
８．６％
１２８
３３．２％
１８４
４７．８％
４０
１０．４％
３８５
１００．０％
高
３４
１２．１％
９８
３４．８％
１２３
４３．６％
２７
９．６％
２８２
１００．０％
合 計 ８５ ３０９ ４４４ １１４ ９５２
学校の教育活動善志向
合計そう思わ
ない
どちらとも
どちらかと
いえば思う
とても
協働化 低
５５
１７．４％
１４０
４４．３％
１１３
３５．８％
８
２．５％
３１６
１００％
中
２１
６．１％
１２０
３４．６％
１６９
４８．７％
３７
１０．７％
３４７
１００．０％
高
９
３．１％
４８
１６．７％
１６２
５６．３％
６９
２４．０％
２８８
１００．０％
合 計 ８５ ３０８ ４４４ １１４ ９５１
学校の教育活動改善志向
合計そう思わ
ない
どちらとも
どちらかと
いえば思う
とても
統制化 低
４０
１４．４％
１０８
３９．０％
１１０
３９．７％
１９
６．９％
２７７
１００％
中
３４
７．６％
１４３
３２．０％
２２４
５０．１％
４６
１０．３％
４４７
１００．０％
高
１１
４．９％
５４
２４．２％
１０９
４８．９％
４９
２２．０％
２２３
１００．０％
合 計 ８５ ３０５ ４４３ １１４ ９４７
表９ 学校の教育活動改善志向と個業化
カイ２乗＝１４．６３９，df＝６，p＝．０２３
表１０ 学校の教育活動改善志向と協働化
カイ２乗＝１４８．３４９，df＝６，p＝．０００
表１１ 学校の教育活動改善志向と統制化
カイ２乗＝５２．４１５，df＝６，p＝．０００―傾向，すなわち協働化と統制化は，教師の学校改善志向を
高めるが，個業化の進展はそれを抑制することがわかる。
次に，改善志向の２項目の選択肢得点（１～５点）を
合計して，これを学校改善志向得点とし，この得点と組
織化傾向の関連を分析した。この分析では，組織化傾向
に関する３つの因子のそれぞれの主効果及びそれらの交
互作用が，教師の学校改善志向に対してどの程度の影響
を及ぼしているかを明らかにすることを目的とした。３
つの組織化因子得点と学校改善志向得点の単相関は，協
地域活動への関与志向
合計そう思わ
ない
どちらとも
どちらかと
いえば思う
とても
協働化 低
１２４
３９．２％
１０５
３３．２％
７３
２３．１％
１４
４．４％
３１６
１００％
中
５５
１５．９％
１４０
４０．５％
１３２
３８．２％
１９
５．５％
３４６
１００．０
高
２７
９．４％
７３
２５．４％
１４８
５１．６％
３９
１３．６％
２８７
１００．０
合 計 ２０６ ３１８ ３５３ ７２ ９４９
地域活動への関与志向
合 計そう思わ
ない
どちらとも
どちらかと
いえば思う
とても
統制化 低
８６
３１．０％
１０２
３６．８％
７９
２８．５％
１０
３．６％
２７７
１００％
中
９３
２０．９％
１４７
３３．０％
１７５
３９．２％
３１
７．０％
４４６
１００．０％
高
２９
９．９％
６５
９．２％
９７
５６．４％
３１
２４．５％
２２２
１００．０％
合 計 ２０８ ３１４ ３５１ ７２ ９４５
地域活動への関与志向
合計そう思わ
ない
どちらとも
どちらかと
いえば思う
とても
個業化 低
５２
１８．２％
１００
３５．１％
１０４
３６．５％
２９
１０．２％
２８５
１００％
中
７１
１８．５％
１２６
３２．９％
１５９
４１．５％
２７
７．０％
３８３
１００％
高
８５
３０．１％
９２
３２．６％
８９
３１．６％
１６
５．７％
２８２
１００％
合 計 ２０８ ３１８ ３５２ ７２ ９５０
表１２ 地域活動への関与志向と協働化
カイ２乗＝１３３．３９７，df＝６，p＝．００１
表１３ 地域活動への関与志向と統制化
カイ２乗＝４７．２２４，df＝６，p＝．０００
表１４ 地域活動への関与志向と個業化
カイ２乗＝２１．１９０，df＝６，p＝．００２４７―
佐 古 秀 一表１５ 学校改善志向に対する組織化の影響（重回帰）
変数（投入順序） R R２ △R２
１ 協働化
２ 協働化，統制化
３ 協働化，統制化，個業化
．４７９
．５０４
．５０６
．２３０
．２５４
．２５６
．２３０
．０２４
．００２
表１６ 学校改善志向に対する組織化の影響（重回帰）
変数（投入順序） R R２ △R２
１ 統制化
２ 統制化，協働化
３ 統制化，協働化，個業化
．２８１
．５０４
．５０６
．０７９
．２５４
．２５６
．０７９
．１７５
．００２
働化（．４７７），統制化（．２８０），個業化（‐．１８４）であっ
た。これら３つの組織化傾向得点を説明変数とし，学校
改善志向得点を従属変数とする重回帰分析を行った。変
数投入の順序を操作し，学校改善志向得点に対する組織
化因子の効果を比較したものが，表１５，１６である。なお，
ここでは影響力の小さい個業化を最初に投入した場合，
及び２番目に投入した場合の結果については省略した。
これらの分析から，次のことが見出された。協働化に
ついては，学校改善志向に対して単相関が最も大きい。
また，統制化が先行投入された場合の協働化の R２の増
分は，．１７５となっている。これに対して，統制化は，協
働化が先行投入された場合の R２の増分は，．０２４となっ
ており，協働化による影響が大きいことは明らかであ
る。これらのことから，協働化は，統制化よりも教師の
学校改善志向を増大させるといえる。
さらに，学校組織化の類型による教師の学校改善志向
の相違を明らかにするために，３つの組織化傾向をそれ
ぞれ高・低によって２分割し，それらの組み合わせによ
る組織化類型（計８類型）を設定し，学校改善志向得点
との関係を分析した。協働化得点については，３から９
点までを L（レベル１），１０～１５点を H（レベル２）に，
統制化得点については，４～１１を L（レベル１），１２～
１
組織化類型と学校改善志向
図１ 組織化類型と教員の学校改善志向―類型 協働化 統制化 個業化 （人数）
１
２
３
４
５
６
７
８
低
低
低
低
高
高
高
高
低
低
高
高
低
低
高
高
低
高
低
高
低
高
低
高
（１１６）
（１６８）
（８７）
（１００）
（１０７）
（８８）
（１７１）
（１０４）
表１７ 組織化類型の設定
表１８ 教員の学校改善志向に及ぼす組織化要因の効果
要 因 平方和 自由度 平均平方 F
有意
確率
修正モデル
切片
協働化
統制化
個業化
協働化×統制化
協働化×個業化
統制化×個業化
協働化×統制化×個業化
誤差
総和
修正総和
４００．８１０
４２３４６．４５８
２４６．４０３
４９．４５７
１５．４８５
．３８２
７．９９９
．１１５
．９７５
１６１８．９９９
４６８３６．０００
２０１９．８０９
７
１
１
１
１
１
１
１
１
９３３
９４１
９４０
５７．２５９
４２３４６．４５８
２４６．４０３
４９．４５７
１５．４８５
．３８２
７．９９９
．１１５
．９７５
１．７３５
３２．９９７
２４４０３．５００
１４１．９９８
２８．５０１
８．９２４
．２２０
４．６１０
．０６６
．５６２
．０００
．０００
．０００
．０００
．００３
．６３９
．０３２
．７９７
．４５４
修正モデルの R２乗＝．１９８
５点を H（レベル２）に，個業化得点については，３
～１０点を L（レベル１），１１～１５点を H（レベル２）に，
それぞれ区分した。これら８類型ごとの，学校改善志向
得点を，図１に示した。３つの組織化要因とその交互作
用に関する検定（分散分析）の結果を表１８に示した。
組織化類型による学校改善志向得点の相違に関して
は，図１及び表１８の結果から次のように整理できる。
学校改善志向得点が高い類型は，類型１，類型２であ
り，いずれもが協働化と統制化が高い類型である。また，
学校改善志向得点の全般的な傾向としては，類型１～４
と，類型５～８の間で得点の格差が生じていることがわ
かる。これらのことから，協働化の高・低によって，学
校改善志向得点が高くなるといえる（協働化の主効果，
F＝１４１．９９８，p＜．００１）。また，協働化が高い場合には，
個業化の高低による改善志向得点はほとんど変化しない
（類型５と類型６の比較，及び類型７と類型８の比較）
ことからも，協働化の増大によって個業化のデメリット
は解消されると考えられる。検定結果からも，協働化と
個業化の交互作用は有意である（F＝４．６１０，p＝．０３２）。
つまり，協働化が高い場合に生じる個業化と，協働化が
低い場合に生じる個業化は，教育活動に対する影響が大
きく異なる。これらのことから，協働化の高低によって，４８―
学校組織の個業化が教育活動に及ぼす影響とその変革方略に関する実証的研究 ――個業化，協働化，統制化の比較を通して――その中で生じうる個業化は，教師の教育活動に対して及
ぼす影響が異なり，質的に異なるとも考えることができ
る。
一方，個業化要因は学校改善志向得点を低減させる影
響を有している（個業化の主効果，F＝８．９２４，p
＝．００３）。また，改善志向得点が最も低い類型は，個業
化のみが顕著なタイプ（類型２）である。協働化だけで
なく統制化の契機も脆弱な状況で，個業化のみが進行す
る場合には，学校改善志向が低減するといえる。
さらに，統制化に関しては，協働化ほど強い影響力は
有しないが，教員の学校改善志向に対して一定の影響力
を有している（統制化の主効果，F＝２８．５０１，p＜．００１）。
このことは，類型１と類型３の対比のように，統制化の
高低による学校改善志向得点の相違をみても明らかであ
る。統制化と協働化が組み合わされた効果に関しては交
互作用は有意ではないが，上に述べたように，これら２
つの組織化要因が共在する場合に，学校改善志向得点が
最も高くなる傾向を示している。
以上の学校改善志向得点と３つの組織化要因との分析
結果は，次のように要約することができる。
 ３つの組織化要因の中では，学校改善志向に対する
影響は協働化が最も大きい。教員の学校改善志向は協
働化が高まることで，顕著に高くなる。
 個業化は，教員の学校改善志向を抑制する。とくに，
教員の学校改善志向は，協働化も統制化も低い場合に
顕著に低くなる。
 統制化は，教員の学校改善志向に対して，協働化に
次ぐ影響力をもつ。
 協働化と統制化が組み合わされた場合に，教員の学
校改善志向は，最も高くなる。
 組織化傾向と教職観（自己完結的教職観）の関係
学校の組織化傾向が教員の自己完結的な教職観の形成
に及ぼす影響について，組織化因子得点の高低を３つに
区分し，それと自己完結的教職観に関する項目（「個々
の先生方が，とくに他の教員からの支援がなくとも，そ
れぞれの知識や経験によって，担当している学級の教育
課題や問題を乗り切っていけるようになっていくべき
だ」）とのクロス集計を行った。クロス集計の結果につ
いてカイ２乗検定を行ったところ，個業化と自己完結的
教職観との間に，有意な関係が認められた。協働化，統
制化に関しては，有意な関係は認められなかった。表１９
は，個業化と自己完結的教職観とのクロス集計の結果で
ある。
この結果から，個業化が高い場合には，教員は自己完
結的な教職観を支持する傾向が強まる。このことから，
学校において個業化が進展することによって，それを批
判的にとらえる傾向が強まるのではなく，むしろ一層，
自己完結的な教職観が強化されることが示唆される。―表１９ 自己完結的教職観と個業化
自己完結的教職観
合 計
そう思わない どちらとも そう思う
個業化 低
１５０
５２．８％
８３
２９．２％
５１
１８．０％
２８４
１００．０％
中
１６０
４１．６％
１４５
３７．７％
８０
２０．８％
３８５
１００．０％
高
１２９
４５．７％
８６
３０．５％
６７
２３．８％
２８２
１００．０％
合 計 ４３９ ３１４ １９８ ９５１
カイ２乗＝１１．４３１，df＝４，p＝．０２２
５ 学校の組織化の規定要因
 内部要因：学校組織の形骸化
学校の組織運営が，教員の教育活動における問題解決
や改善に直接的に接合しない連絡・伝達事項などに偏り
（組織運営の事務的事項化＝非教育的事項化），対応す
べき課題や教員の仕事の実態と不適合な関係に陥ってい
る状態（組織の課題遊離化＝マンネリ化）を，学校組織
の形骸化とし，それぞれの項目を設定した。組織運営の
事務的事項化に関しては，「学校の職員会や学年会など
では，連絡・伝達事項や行事などの確認が多くの時間を
占めている」，組織の課題遊離化に関しては「学校の組
織や分掌の仕事が，学校の対応すべき課題や教師の仕事
の実態に合わなくなっている」の項目とした。それぞれ
の項目に対する回答（５段階）を合計し，組織形骸化得
点とした。この組織形骸化得点の高低で回答を２分し（２
～６点を低，７点から１０点を高），この高低によって，
組織化傾向がどのように異なるかを分析した。図２～４
にその結果を示した。
学校組織の形骸化と学校の組織化との関係に関する結
果は次の通りである。
F＝２８．６１８，df＝１，p＝．０００
図２ 組織形骸化と協働化４９―
佐 古 秀 一 協働化，及び統制化については，学校組織の形骸化
が低い場合，増大する。つまり，組織の形骸化が進行
している場合には，協働化，統制化とも抑制される。
 個業化については，学校組織の形骸化が高い場合
に，増大する。つまり，組織の形骸化が進行すること
によって，個業化も強まる。
これらのことから，学校における組織運営におい
て，単なる連絡，確認が主となる組織活動が増大した
り（非教育事項化），学校の実態とは乖離したものと
なっている（課題遊離化）状況では，個業化が進行し，
協働化及び統制化は抑制されることがわかる。
 環境要因：校区特性
教員が認知した校区の経済的状態，地域の学校に対す
る態度と，組織化傾向の関連を分析した（表２０，２１）。
校区の特性認知のちがいによる３つの組織化因子得点の
差について分散分析を行ったところ，地域の学校に対す
る態度に関して，組織化因子得点との間に有意な差が認
められた（表２１）。これによると，地域の学校への態度
が肯定的であると認識されている場合には協働性が高く
F＝４．８１６，df＝１，p＝．０２８
図３ 組織形骸化と統制化
F＝３６．３２０，df＝１，p＝．０００
図４ 組織形骸化と個業化―表２０ 校区経済状況と組織化傾向
校区経済状態の認知 協働化 統制化 個業化
１ 豊かな方
平均値
度 数
９．３６
１２２
１１．２５
１２２
９．９７
１２１
２ どちらともいえない
平均値
度 数
９．４２
６０４
１１．３４
６００
１０．２３
６０５
３ 厳しい方
平均値
度 数
９．１７
２１４
１１．０８
２１４
１０．３４
２１４
合 計
平均値
度 数
９．３５
９４０
１１．２７
９３６
１０．２２
９４０
分散分析 協働化得点について F＝１．０７２，df＝２，p＝．３４３．
統制化得点 F＝１．７９７，df＝２，p＝．１６６．
個業化得点 F＝１．２６５，df＝２，p＝．２８３．
表２１ 地域の学校への態度認知と組織化傾向
地域の学校に対する態度認知 協働化 統制化 個業化
１ 協力的
平均値
度 数
９．５２
６５８
１１．２７
６５４
１０．１４
６５７
２ どちらともいえない
平均値
度 数
９．１７
１４９
１１．３１
１５０
１０．１９
１５０
３ 批判的
平均値
度 数
８．６８
１３０
１１．１７
１２９
１０．８０
１３１
合 計
平均値
度 数
９．３５
９３７
１１．２６
９３３
１０．２４
９３８
分散分析 協働化得点について F＝９．１７５，df＝２，p＝．０００
統制化得点 F＝．２５３， df＝２，p＝．７７６
個業化得点 F＝５．６１２，df＝２，p＝．００４
なり，個業性が低くなることがわかる。教師の認知指標
ではあるが，地域の学校に対する態度に関しては，それ
が批判的である場合には，学校は個業化を強め，協働性
が弱くなる傾向にあるといえる。統制化については，明
確な関係は見いだせない。
６ 考察と展望
 調査結果の要約
まず，これまでの調査結果は次のように要約できる。
１）学校の組織化傾向に関する因子
 学校の組織化傾向に関しては，因子分析の結果，ほ
ぼ予想どおり，個業化，協働化，個業化，の３因子が
抽出できた。
２）組織化の相違が教師の教育活動に及ぼす影響
 教師が認知している指導困難さに関しては，協働化
が高い場合には低い場合よりも，教員の指導困難さが
低減される。また，個業化が高い場合には低い場合よ
りも，教員の指導困難さは増大する傾向があった。統
制化については，教師の認知する指導困難さとは，明
確な関係を見出せなかった。５０―
学校組織の個業化が教育活動に及ぼす影響とその変革方略に関する実証的研究 ――個業化，協働化，統制化の比較を通して―― 教師の学校改善志向は，協働化及び統制化が高い場
合には低い場合よりも，学校改善志向が高まり，他方
個業化に関しては，それが高い場合には低い場合より
も，学校改善志向が低くなる。
 組織化傾向の中で，教師の学校改善志向に対して最
も影響力が強い要因は，協働化であった。
 ３つの組織化傾向の高低によって８つの組織化類型
を設定し，教師の学校改善志向を比較した結果では，
協働化と統制化が共在する場合に，学校改善志向は最
も高くなった。また，協働化，統制化がともに低く，
個業化のみが高い場合には，教師の学校改善志向は最
も低くなった。
 教師の自己完結的教職観は，個業化が高い場合には
低い場合と比べて強まるが，協働化，統制化とは明確
な関係は見出せなかった。
３）組織化の関連要因（内部要因，環境要因）
 学校組織の形骸化（非教育事項化，非適合化）の増
大は，協働化及び統制化を抑制し，個業化を促進する
方向で作用することが認められた。
 教師の認知した地域の学校に対する態度が，協力的
な場合には批判的な場合よりも，協働化が強まり，個
業化が抑制されることが見出された。
以上の結果を概括し，図示したものが図５である。
 個業化の進行とその問題
本調査の結果から，個業化の進行が，教員の指導困難
さを増大させ，かつ教員の学校改善志向を抑制する方向
で作用していることが認められたことから，個業化の進
行を抑制することが学校組織変革の一つの焦点に置かれ
るべきことが明確になった。本調査の結果からは，学校
の個業化の進行が，教師レベルでの対児童対応力を減少
させるだけでなく，学校における自律的な教育活動改善
図５ 結果の概括―も損なわれていることが示されたといえる。
教員にとっての指導困難さと個業化の連鎖的関係につ
いては，教員が直面している課題，とりわけ子どもに対
する指導の困難さの増大が，個業化を進行させ，さらに
そのことが教員と学校の２つのレベルで児童に対する対
応力や教育活動の改善力を失わせることが，学級崩壊に
直面した小学校の事例（佐古・葛上・芝山，２００５）や生
徒の深刻な荒れに直面した中学校の事例（岡林，１９９９）
においても見出されているところである。これらの結果
から，教員にとって指導困難な状態（危機の認識）が，
必ずしも学校の新たな組織化を誘発することにつながっ
ていないことに留意すべきである。むしろ，学校組織の
基底に内在化されている個業型の問題解決方略が，その
ような事態でも反復され，そのことが，教員にとって困
難な事態を固定化したり強化したりすることに結びつい
てしまうと考えられる。この学校にとっての「困難さと
個業の連鎖」は，個業型組織に代替する組織イメージと
それを具体化しうる実践的有効性をもつ組織開発論を構
築することの必要性を示しているといえる。
また，８つの組織類型の分析から，協働化も統制化も
低く個業化のみが高い場合には，学校改善志向がもっと
も低くなることが見出されており，協働化，統制化を欠
落させたままで個業化が進行することの問題が明らかに
なったといえる。
 協働化と統制化の有効性と学校組織変革のあり方
協働化と統制化がもたらす有効性について，次の点を
指摘できる。
第１には，協働化の進展が，学校改善において重要な
要因であることが実証されたことである。
個業化の進行が学校の教育活動に対してデメリットを
もたらすと考えられるのに対して，協働化と統制化の進
展は，教師の学校改善志向を高めることが明らかになっ
た。とくに協働化は，統制化よりもより強く学校改善志
向に作用することが明らかになった。併せて協働化は，
教師の指導困難さも低減させることが認められた。本調
査の枠組みで述べたような，学校の教育の事実を教師が
交流し，共有することに関する協働化の進展は，学校が
自律的な教育活動改善の主体として存立する上で，極め
て重要な要因であるといえる。
第２には，教員の学校改善志向との関連では，協働化
と統制化の共在効果が示唆されたことである。このこと
は，学校の組織化において統制化あるいは協働化のみを
志向するよりも，それらをいかにして共在させるかが学
校の組織変革におけるポイントになることを示唆してい
る。
以上２つのことから，さらに学校組織改革の動向に対
して次のことが示唆される。学校組織改革に関する施策５１―
佐 古 秀 一は，校長のリーダーシップ強化，主幹制などの職位のラ
イン系列の強化など，学校組織の垂直的統合あるいは構
造化を主とする傾向を特徴としながら進展している。た
しかにこのような垂直的統合が教師及び学校の教育活動
に一定の効果を持つ可能性が，本調査結果からも明らか
にされている。しかし，本調査の結果は，学校組織改革
におけるこのような傾向に対して，次の点にも留意すべ
きことを示している。第１には，統制化よりも協働化の
方が，教師の教育活動に及ぼす効果は大きいことであ
る。第２には協働化と統制化を共在させることで，一層
個業化のデメリットは抑制され，学校における自律的な
教育活動の改善が進展するであろうということである。
したがって，垂直的統合あるいは垂直的構造化のみを進
展させるのではなく，教師による協働的なプロセスを構
築し，統制化をそれと共在させていくことが学校組織変
革にとって考えるべき方略であるといえる。この両要因
をどのように共在させる実践的方略については，今後さ
らに検討すべき課題であろう。
 個業化を進行させる要因
また，今回の調査結果からは，学校における組織化傾
向が，学校内外の要因によって影響を受けることが確認
された。
今回の調査では，学校の内部要因として，学校の組織
運営における形骸化の進行，すなわち学校の組織的活動
の事務的事項化（非教育事項化）と学校や教師の課題と
乖離した組織体制や運営（課題遊離性＝マンネリ化）を
とりあげた。結果で示したように，教員が学校組織の形
骸化を強く認識している場合には，個業化が増大するこ
とが明らかになった。このことから，学校における組織
的活動が，教員が直面している教育上の課題とは直接関
係を持たない事務的事項が中心になることや，形式的で
慣習的な活動が反復される状況の中で，個業性が増大す
る可能性のあることが示されたのである。週５日制の導
入などにより，学校において教員が授業等の教育指導以
外に充てることのできる時間が減少しているが，そのな
かにおいても，教員間の教育に関わる有意味な相互作用
（教員間の教育的相互作用）場面を組織的に設定してい
くことが，学校の組織運営において重要であることを示
している。逆に，時間的ゆとりの制約等によって，学校
の組織運営が事務的事項化を強めていくことや，組織体
制と運営における変革を行い得ないまま慣習化したもの
に転化していくなら，個業化を進行させる可能性を高め
てしまうのである。われわれは，単に組織の効率化を追
求するのではなく，学校における子どもの実態，課題，
実践に関する教員間での相補的な相互作用を，学校の組
織的活動の中心においた学校組織開発の方法論を構築し
ているが（佐古・中川２００５，大里２００５），この調査結―果は，そのような学校組織開発の理念と方法論を支持す
るものであるといえる。
学校の外部環境との関係については，教員の認知した
地域の学校に対する態度（協力的 批判的）と学校
の組織化傾向が関係を持つことが示唆された。本調査の
結果からは，学校に対して地域が非協力的傾向が強いと
認知された場合には個業化が増大し，反対に，協力的傾
向の場合に協働化が増大することが明らかになった。
地域，家庭と学校（教員）との関係が教員にとって好
ましくない場合に個業化が増大するという現象に関して
は，次のような解釈が考えられる。
ひとつは，個業化が進行することによって，保護者や
地域に対する個々の教員のレベルでの，さらに学年・学
校という組織レベルでの対応力や関係構築力が制約され
る。そのことが，結果として，教員と地域，保護者との
実際の関係構築にもネガティブな影響を及ぼしているの
ではないか，ということである。もしそのような解釈が
成り立つのであれば，学校は，地域，家庭との連携を構
築し深化させようとするなら，同時に学校内部組織にお
いては個業化を縮減し，協働化を増大させることが必要
になるといえる。
ふたつ目には，前述したように，学校における慣習的
な問題解決様式としての個業的な対応が，学校組織に深
く内在化しているのではないということである。つま
り，対応すべき課題の困難さが増大することは，協働化
を高めることなどによって対応力を高めることが必要と
なっているのであるが，学校組織の現実の動態は，むし
ろ個業化の原理による問題解決様式を選択する傾向を強
めてしまうということである。つまり，教員にとっての
対応すべき課題の困難さの増大と個業化の顕在化は，対
児童生徒に関する問題だけでなく，外部環境との間にも
見出されることなのかもしれないということである。教
員にとって困難な環境や課題をもつ学校ほど，それに替
わるべき問題解決方略が学校には内在化していないた
め，かえって個業的対応の傾向を強めてしまうというこ
とである。
注
１）なお，本論文では，こんにち政策的・制度的な改革
として進展しつつある学校の組織とマネジメントに関
しては「組織改革」と呼び，それとは区別されるべき
学校の組織とマネジメントのあり方を追求する場合に
は「組織変革」と呼ぶ。
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The purpose of this study is to explicate the influences of differences of school organization on teachers’
educational activities. In this study, three aspects of school organization were set. These are, isolation tendency
among teachers (‘isolation tendency’), teachers’ collegiality tendency (‘collegiality tendency’), and managerial
control tendency (‘control tendency’). In this study, especially, it is aimed to clarify the negative effects of iso-
lation tendency on educational activities, and to reveal the effects of collegiality tendency and control tendency.
Questionnaires survey was conducted. Respondents to survey are ９５５ classroom teachers in elementary
schools.
Main results were the following.
１．Effects of school organization on educational activities
１）Teachers’ perceived difficulties of instruction and classroom management was stronger in high isolation ten-
dency than in low isolation, and was smaller in high collegiality tendency than in low collegiality tendency,
and
２）Teachers’ school improvement orientation was lower in high isolation tendency than in low isolation ten-
dency. While teachers’ school improvement orientation was higher in high collegiality tendency or control
tendency, the effect of collegiality was larger than control tendency. In the case which both collegiality and
control were high, teachers’ school improvement orientation was the highest.
２．Factors effecting school organization
１）The custom of school which lose substance as an educational organization reinforced isolation tendency and
limits collegiality and control tendency, and
２）In the case which the attitude of community to school was negative, isolation tendency became stronger. In
the case which the attitude of community to school was positive, collegiality and control were reinforced.
These results suggested that the main problem to reform school organization is to modify isolation ten-
dency in school. It seems that establishment of collegiality within school is essential to develop school organi-
zation.
An Empirical Study of the Effects of Isolation Tendency in School Organization
on Educational Activities and the Strategy for Organizational Change.
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